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１．はじめに 

海洋プラスチックは、海岸に漂着している間に海

岸表面の熱や強い紫外線によって著しく劣化して微

細片となる。微細片の発生は、海洋プラスチックに

よる環境リスク（例えば、海洋プラスチックによる

海洋生態系の化学物質汚染）を急速に増加させる。

従って、海洋プラスチック起因の環境リスクの軽減

方策を検討するためには、海洋プラスチックが海岸

に漂着してから再び海洋に戻るまでの滞留時間を計

測することが必要不可欠となる。ここでは、海岸に

漂着した海洋プラスチックの滞留時間の計測事例と

それを踏まえた海岸清掃による環境リスクの軽減効

果の定量化手法について紹介する。 

２．東京都新島村和田浜海岸での滞留時間計測 

 東京都新島村の和田浜海岸(図1、延長: 1km、海岸

幅: 30-50m)において2011年9月から2013年8月までの

2年間に1-3ヶ月間隔でプラスチック製の漁業フロー

トの残余数の時間に対する減少過程(残余関数)を調

べ、平均滞留時間を計測した。漁業フロートの残余

関数は、平均滞留時間のみによって決定される指数

関数で非常によく近似できた。残余関数から見積も

った同海岸における漁業フロートの平均滞留時間は

224日(95%信頼区間: 208日-224日)であった。 

３．海岸清掃効果の定量的評価 

 漁業フロートの残余関数が指数関数で近似できる

ことから、海岸を指数関数型の単位インパルス応答

をもつ線形システムと見なすことができる(図2)。線

形システム解析に基づき、海洋プラスチック起因の

深刻な環境リスクの１つであるプラスチック微細片

の発生量の評価式を考案し、海岸清掃によるこれら

の環境リスクの軽減効果の評価手法を開発した。 

 ４．おわりに 

 本研究により、これまで定性的な評価でしかなか

った海岸清掃による海洋プラスチック起因の環境リ

スクの軽減効果を定量的に評価することが可能にな

った。将来、他の海岸での平均滞留時間の計測が進

めば、重点的に清掃すべき海岸(平均滞留時間が長い

海岸)の選定し、戦略的な海岸清掃計画を立案するこ

とが可能になる。 

【参考】 

1) Kataoka and Hinata (2015): Mar. Pollut Bull. (in press). 
http://dx.doi.org/10.1016/j.marpolbul.2014.12.026. 

2) 片岡 (2014): 国総研研究報告 No.54 
http://www.nilim.go.jp/lab/bcg/siryou/rpn/rpn0054.htm. 

写真 

（写真ﾃﾞｰ

ﾀの貼り付

けは不要） 

(博士(工学)) 

写真 

（写真ﾃﾞｰ

ﾀの貼り付

けは不要） 

図2 線形システム理論を適用した新規漂着量x(t)
と存在量y(t)の入出力関係 
h(t)は、漁業フロートの残余関数（単位インパルス応答）

であり、τrは平均滞留時間である。線形システム理論を

適用することで、存在量y(t)は、新規漂着量x(t)と単位イ

ンパルス応答h(t)の畳み込み積分で表現できる 




























図1 東京都新島村和田浜海岸の位置図と写真 
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１．はじめに 

近年、港湾周辺の沿岸域は、高層マンションをは

じめとする住居等の再開発により、人々に高い生態

系サービスを与える場として期待されている。 運河

や港内を詳細に観察すると、船舶の航行や接岸の支

障にならない場所に、自然に砂が溜まって浅場（水

深-3 m以浅）となっているところが点在し、これら

の浅場は、生物生息場として十分に機能している。

そこで本研究では，潮間帯を含む陸域から水域まで

の詳細な地形を測定し、浅場の存在量およびその空

間的な分布特性を把握することを目的とした。 

２．方法 

データの取得は東京港の運河域で実施した1）。水

中部の測定には、スワス音響測深機（インターフェ

ロメトリ音響測深機）（C3D：Benthos社製、測深分

解能：5.5 cm）を用いた。陸上部の測定には、船上

に設置した地上レーザ（LMS-Z420：RIEGL社製、方

位・ピッチ・ロール精度：±0.01°）を使用した。

測定結果は 3次元情報として整理され、任意の水深

帯の面積を算出可能とした（図-1）。 

３．結果 

調査対象の東京港内の運河域では-3 m以浅の浅場

が水域面積に対して約18.0%を占めていた。その面

積は約7.1×105 m2であり、多摩川河口干潟の約7割、

三番瀬干潟の約5割に相当した。東京湾全体に対して

は小さいかもしれないが、現存する東京湾の干潟面

積16.4×106 m2の4%に相当することを考えると、貴

重な浅場であると考えられる。 

また、浅場は一部に偏在しているのではなく、広

域的に存在していた（図-2）。このことは、生態系

ネットワークを効率的に構築できる可能性を示して

おり、効果的な自然再生につながると考えられる。 

４．おわりに 

約7.1×105 m2の浅場が東京港の運河域に存在して

いた。また、この浅場は広域的にわたって存在して

おり、生態系ネットワークが効率的に機能した生物

生息空間を創造できる可能性を示した。ただし、底

質がヘドロ化している浅場も存在しており、浅場の

機能を十分に発揮するためには、底質改良など適切

な対策を検討することも必要であると考える。 
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図-2 浅場の分布 

写真 写真 写真 

(博士(地球環境科学)) 

 

図-1 詳細地形の測定データの表示 
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